
BPC 地方創生の会 入会のご案内 

 

BPC 地方創生の会は、BPキャピタル株式会社が運営する、地方創生を支援するための会員制

コミュニティです。BPC 地方創生の会の特徴は、地方創生の主役である地域の事業者・自治

体と、それを応援する志のある人々や企業・学校、その両者をつなぎ、皆がウィンウィンの

関係でメリットを享受しつつ地方創生を目指す点にあります。地方での活躍を期する方、人

財を必要とする地域の企業や自治体の方、また、地方創生に関心を持ち地域活性化のための

アイデアをお持ちの方、地域への投資に興味をお持ちの方、地方創生に何らかの形で関わり

たいという方、これら全ての方々のご入会を歓迎します。 

 

令和 2年 10 月 

BP キャピタル株式会社 

代表取締役社長 松多 洋一郎 

 

 

 

【BPC 地方創生の会 ご入会に際して】 

ご入会にあたり、以下 3点ならびに「BPC 地方創生の会規約」をご確認ください。 

 

① 年会費 

年会費は、以下のとおりとします。 

(1) 個人会員  年会費 10,000 円（税込） 

(2) 法人会員  年会費 100,000 円（税込） 

なお所定のサービスをご利用いただく際に、別途費用の掛かるものがございます。 

 

② Web サイト等への掲載 

企業・団体名が BP キャピタル株式会社ホームページ上や会報誌他に表示されることがあり

ます。表示をご希望されない場合には申込書の該当欄にてお申し出ください。 

 

③個人情報取り扱いについて 

個人情報は BPC 地方創生の会運営上の利用目的のために必要な範囲でのみ使用し、適正に

取り扱います。 

 

 

 

 



BPC 地方創生の会規約 

 

BPC 地方創生の会規約（以下「本規約」といいます）は、BP キャピタル株式会社（以下「当

社」といいます）が提供する各種サービス（以下「本サービス」といいます）を受けるにあ

たっての諸条件を定めたものです。 

 

第 1 条（適用） 

本規約は、会員（次条で定義します。）と当社との間の本サービス（次条で定義します。）に

関わる一切の事項に適用されるものとします。会員が本サービスを受ける場合は、本規約に

必ず同意するものとし、当社は会員が本サービスを受けた場合、本規約に同意したものとみ

なします。 

 

第 2 条（定義） 

本規約における用語の定義は以下の通りとします。 

1.「本サービス」とは、当社の提供する以下のサービスをいいます（一部有料）。 

（1）勉強会および講演会の開催 

（2）地方創生の会 会員限定ページへのアクセス 

（3）以下に関する情報の提供 

 有料職業紹介 

 地方創生ファンド組成・運営 

 地方創生コンサルティング 

2．「会員」とは、本規約に同意のうえ、当社との間で本契約を締結し、本サービスの提供

を受ける資格を持つ個人または法人をいいます。 

 

第 3 条（会員の種類・年会費） 

会員の種類、年会費は、以下のとおりとします。 

(1) 個人会員  年会費 10,000 円（税込） 

(2) 法人会員  年会費 100,000 円（税込） 

 

第 4 条（年会費の免除） 

当社が、会員の規模・法人の種別・事業内容等を勘案して適当と判断した場合、年会費を免

除することがあります。 

 

第 5 条（有効期間） 

会員資格の有効期間は、申込のあった日から１年間とします。なお、会員資格満了日までに



会員から書面（電子的方法を含む。以下同じ。）による更新しないとの意思表示がない場合、

会員資格は同じ条件でさらに 1 年間延長されるものとし、以降も同様とします。 

 

第 6 条（中途解約） 

1 ．会員資格継続期間中においても、会員は書面で通知することにより、退会することが

できます。 

2 ．前項の場合も、当社は受領済みの会費の返還義務を負いません。 

 

第 7 条（解除等） 

１．当社は、入会した会員が、犯罪その他の公序良俗に反する行為をなした場合、反社会

的勢力とのつながりが判明した場合、その他これに準じる違法又は不適切な行為を

行ない、または、行なおうとしていることが判明した場合には、当社の判断により、

当該会員に対して退会その他必要な措置を命じることができるものとし、会員はこ

れに従わなければならないものとします。 

２．前項の場合も、当社は受領済みの会費の返還義務を負いません。 

 

第 8 条（反社会的勢力の排除） 

1．会員は、次の事項を確約するものとします。 

（1）自らが、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋その他の反

社会的勢力（以下、まとめて「反社会的勢力」という）ではないこと 

（2）自らの役員が反社会的勢力ではないこと 

（3）反社会的勢力に自己の名義を利用させた申込ではないこと 

（4）反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしてい

ないこと 

（5）反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しないこと 

（6）本規約に関して、自らまたは第三者を利用して、次の行為をしないこと 

ア 当社に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

イ 偽計又は威力を用いて当社方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為 

2．当社は、会員方が次の各号の一に該当する場合、何らの催告を要さずに、会員資格を

解除することができる。 

（1）前項（1）ないし（5）の確約に反することが判明した場合 

（2）前項（6）の確約に反する行為をした場合  

3．前項の規定により、会員資格を解除した場合には、会員に損害が生じても当社は何ら

これを賠償ないし補償することは要せず、また、かかる解除により当社に損害が生じ

たときは、会員はその損害を賠償するものとする。 

 



第 9 条（本規約等の追加変更） 

当社は、円滑な運営のために必要と判断した場合、会員の個別の事前承諾を得ることなく、

本規約を変更することができるものとします。変更後の規約については、当社 Web サイト

（ https://bpcapital.co.jp/ ）等で告知するものとします。当社 Web サイトに変更後の本規約を

掲載した後に、本サービスの提供を受けた会員は、当該変更に同意したものとみなします。 

 

第 10 条（準拠法等） 

本規約に関する準拠法は、日本国法とします。本規約に関する一切の訴訟は、東京地方裁判

所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

 

 

 

改正履歴 

令和 2 年 10 月 BPC 地方創生の会要綱制定 

令和 4 年  7 月 BPC 地方創生の会要綱の内容を改正し、規約として制定 

 


